
 

1．はじめに 

 近年，令和 2年 7月豪雨を始め，多くの地域で洪

水被害が発生している．地球規模の気候変動もその

一因と考えられるが，災害の甚大化は世界各地で被

害をもたらしている．多くの日本の都市は，古くか

ら川や海岸の近くに位置しており，今も昔も，如何

にして水害からまちを守るかが重要な防災対策であ

る．これまでも河川改修や海岸整備など，様々な形

で防災対策が進められてきた．しかし，ここ数年，

今までにない規模の豪雨が各地で発生しており，そ

れに伴い，多くの地域で洪水被害が発生している． 

 今後は，ハード面での防災施設整備に加え，土地

利用など時間をかけた都市構造の改変による防災も

合わせて進める必要がある．そのためには，災害危

険性と居住環境性の両面から都市を評価し，土地利

用の方向性を議論すべきである． 

 一方，地方都市は大都市に比べ，インフラ整備が

遅れている．さらに，人口減少，少子高齢化により，

災害により被害を受ける対象が脆弱化する傾向にあ

る．土地利用を見ると，中心部の空洞化に加え，郊

外部の分散的な市街化も同時に起こっており，コン

パクトシティの推進が叫ばれる中，適切な土地利用

コントロールが求められている． 

 以上，本研究では，土地利用上，人口構成上，災

害に脆弱となりつつある地方都市において，洪水危

険性を考慮した住環境評価を行い，土地利用計画へ

の知見を得ることを目的とする． 

 

2．研究対象地域 

 本研究の対象地域は，図 1に示す，徳島県海部郡

海陽町大里地区を流れる善蔵川（ぜんぞうがわ）の

流域である．善蔵川は，海部川（2級河川）の支流で

ある． 

 海陽町は，徳島県沿岸部の最南端に位置し，高知

県との県境にある．2006年に海南町，海部町，宍喰

町が合併して誕生した．大里地区は，旧海南町の中
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心部に位置しており，海陽町の中でも最も多くの人

口が集積している． 

 国勢調査によると，2005年の海陽町の人口は 8131

名，2015年は 6546名であり，約 19%減少している．

図 2 より，その内訳を見ると，若年人口が 3.9%減，

生産年齢人口が 4.6%減に対し，高齢人口が 8.2%増

と，多くの地方都市同様に，人口減少と少子高齢化

が進んでいる．洪水時に避難の支障がある高齢者対

策も必要である． 

 

図 1 研究対象地域 

 

 

図 2 海陽町の人口構成 

 

3．洪水危険性の評価 

3.1 海陽町の洪水危険性 

 本研究では洪水災害を，内水氾濫，外水氾濫に分

け，外水氾濫は，計画レベル，最大レベルの降雨に

よる予測浸水深を用いる． 

 図 3，図 4，図 5に外水氾濫（計画），同（最大），

内水氾濫の浸水予測図を示す．外水氾濫は海部川か

らの氾濫を想定したもので，計画レベルの降雨は 50

年降雨による予測値（国土数値情報），最大レベルの

降雨は 1000年降雨による予測値（徳島県）である．

内水氾濫は，台風 12 号（2014 年）の実績降雨を用

いて推計された値（横川ら 2019）を用いる． 

 図 3，図 4 を見ると，外水氾濫発生時には，地域

の南側，特に，善蔵川と海部川に挟まれた地域で 4m

以上の浸水が予測されている．この地域は水田が中

心であるが，海部川の堤防沿いに商業施設が立地し

ている．市街地が多い国道 55号周辺を見ると，計画

レベルの外水氾濫時には 1-2m 程度，最大レベルで

は 1-2m，一部で 2-4mの浸水が予測されている．国

道 55 号はこの地域の基幹道路であり，沿道には役

場や商業施設なども立地している．河川堤防の強化

に加え，外水氾濫発生後の避難環境を整えておくこ

とも必要である． 

 一方，海部高校の東側を見ると，外水氾濫の危険

性はない．この地域は，大里海岸の砂が堆積した地

域で，標高が他の地域よりも，若干，高くなってい

ることが原因と考えられる．図 3と図 4を比較する

と，最大レベルの方が，水深が深くなっているが，

浸水域を見ると大半は同じである． 

 図 5を見ると，内水氾濫による浸水は，地域全体

で予測されている．特に，善蔵川と海部川に挟まれ

た地域，国道 55 号西側の水田がある地域で 0.5m，

0.5-1.0m 程度の浸水が予測されている．これ以外に

も地域内の水田で同程度の浸水が予測されている．

内水氾濫による浸水予測は，台風 12 号（2014 年）

の実績降雨を用いている．これ以上の降雨が発生し

た場合，水田だけでは雨水貯留が間に合わない可能

性もあり，市街地全体に被害が及ぶ可能性もある． 

 

3.2 洪水リスクの評価 

 次に，このデータを用いて洪水リスクを評価する． 

 リスク評価の空間単位は 50mメッシュである．こ

れは，3次メッシュ（1km）の 20分の 1である． 

 3.1 節で整理した 3 つの浸水深を 50m メッシュ内

で集計し，平均値を算出した．次に，桑村（桑村 2017）

が示している浸水深に応じた家屋の被害度を基に，

各メッシュの被害度を設定した．この資料によると，

全壊を 1.0 とすると，床上浸水 50cm 未満の場合の

被害度は 0.144，50から 99cm未満の場合は 0.205， 
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図 3 外水氾濫時（計画レベル）の浸水深 

 

図 4 外水氾濫時（最大レベル）の浸水深 

 

図 5 内水氾濫時の浸水深 

100cm以上の場合は 0.452である．地盤勾配が 1/500

以上のケースである．浸水深 1.8m以上（内閣府防災

担当 2020）のメッシュでは，家屋が全壊すると想定

した． 

 次に，洪水被害を暴露する対象として家屋と住民

を想定し，50mメッシュ単位で，洪水被害の暴露人

口を推計した．まず，ゼンリン電子住宅地図（海陽

町版）でデータ化されている建物を取り出し，住宅

以外を削除し，その建築面積を 50mメッシュ別に集

計する．次に，4 次メッシュ別の国勢調査人口を，

50mメッシュに重ね合わせ，住宅面積に応じて，4次

メッシュ人口を 50mメッシュに配分した．このとき

用いた人口データは，2005年と 2015年である． 

 最後に，外水氾濫（計画レベル），外水氾濫（最大

レベル），内水氾濫ごとに，被害度と，各年の人口を

掛け合わせ，洪水リスク評価値とした．以降，計画

レベルの降雨を用いた外水氾濫による洪水リスクを

外水リスク（計画），最大レベルの降雨を用いた外水

氾濫による洪水リスクを外水リスク（最大），内水氾

濫による洪水リスクを内水リスクと表記する． 

 表 1に対象地域の人口と各リスクの合計を示す．

図 6に 2005年と 2015年の外水リスク（計画）の差，

図 7に同期間の外水リスク（最大）の差，図 8に同

期間の内水リスクの差を示す． 

 ここで用いた洪水リスク評価値は，人口に被害率

を掛け合わせているため，被害を受ける人口と考え

ることができる．そのため，表 1では，総人口と比

較している．表 1を見ると，外水リスク（計画）は

27%程度が，外水リスク（最大）は 30%程度が，内

水リスクは 12%程度が被害を受ける．人口減少が進

むと，リスクも減るが，それでも外水リスクにより

30%程度，被害を受ける可能性がある． 

 図 6によると，外水リスク（計画）は，国道 55号，

国道 193 号の沿道でリスク増，国道 55 号沿いとそ

の東側でリスク減となっている．災害リスク評価値

には，建物だけでなく，人口も加味しているため，

人口減少がリスク減に大きく影響している．図 7に

よると，外水リスク（最大）は，図 6と大きな違い

はない．図 8によると，内水リスクは，国道 55号の

東側でリスク減のメッシュが多く，その間にリスク 
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表 1 対象地域の人口と洪水リスク 

 

 

図 6 外水リスク（計画）の差 

 

図 7 外水リスク（最大）の差 

 

増のメッシュが分布している． 

 

4．住環境の評価 

4.1 住環境の評価方法 

 ここでは，生活する上で利用する頻度が高いと考 

 

図 8 内水リスクの差 

 

えられる施設（生活関連施設）が利用しやすいほど

住環境がよいと考え，それらの施設への距離を用い

て住環境評価値を算出した（Watanabe and Muto 

2019）． 

 まず，生活関連施設として，介護施設，医療施設，

小学校，コミュニティ施設，スーパーマーケット，

バス停とし，それぞれの直線距離を 50mメッシュ別

に算出した．次に，青山ら（青山・近藤 1986），丁ら

（丁ら 2009）が提案している満足距離を計算した． 

Pi(z)=exp(-z2/α)      (1) 

ここで，Pi(z)は，施設からの距離 zのメッシュ iに居

住する住民がその施設の配置に満足する比率，α は

パラメータである． 

 次に，メッシュ i の各施設の満足距離を掛け合わ

せることで，住環境評価値 Evaliとした． 

Evali=ΠPi(z)               (2) 

 

4.2 住環境の評価結果の考察 

 計算結果を図 9に示す．図 9によると，阿波海南

駅および役場を中心に，住環境評価値が高くなって

いる．大里海岸近くの海南中学校付近も住環境評価

値が高い．今回は施設の距離のみを利用しているた

め，施設が集まっている地域であるほど評価値が高

くなる．国道 55号付近は商業，業務施設が，海部高

校，海南中学校付近は，住宅が多い． 
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 今回の対象地域は，海陽町の中心部であるが，都

市部に比べると生活関連施設も少なく，公共交通の

利便性も悪い．生活関連施設の分布に差があるため，

住環境評価値が，市街地の中心部からずれている．

利便性が高く，コンパクトな市街地を目指すために

は，生活関連施設の集約化も必要となる． 

 

図 9 住環境評価値 

 

5．洪水リスクを考慮した住環境評価 

5.1 洪水リスクを考慮した住環境評価方法 

 以上，計算した洪水リスクと住環境評価値を用い

て，洪水リスクを考慮した住環境評価を行う． 

 まず，3章で計算した，外水リスク（計画），外水

リスク（最大），内水リスクを合計し，洪水リスク評

価値とした．2005 年の洪水リスク評価値を図 10，

2015年の洪水リスク評価値を図 11に示す． 

 次に、2015年の洪水リスク評価値と，4章で計算

した住環境評価値，標高，住宅面積，水田面積，畑

地面積，荒れ地面積，森林面積を用いて，k-means法

によるクラスター分析により，分類を行った．図 3，

図 4，図 5 を見ると，地方都市では類似する地域が

多いが，この地域でも洪水浸水が予測されている地

域に市街地が存在する．そのため，住環境評価値が

高く，洪水リスクが高い地域も存在する．逆に，住

環境評価値が低く，洪水リスク評価値が高い地域も

存在する．このように，洪水リスクと住環境評価値

の出現パターンを把握するために，分類作業を行っ 

 

図 10 2005 年の洪水リスク評価値 

 

図 11 2015 年の洪水リスク評価値 

 

た．分類数は，結果を見ながら 6区分とした．図 12

にその結果を示す． 

 

5.2 評価結果と土地利用の方向性 

 図 12 を基に，評価結果とそれに基づいた土地利

用の方向性を示す． 

 まず，クラスター6 は，対象地域の境界部と国道

193 号の北側に残る森林が中心のメッシュが分類さ

れている．森林資源の保全のためにも，現状維持が

望まれる． 

 クラスター1 は，水田が中心で，図 3 から図 5 に
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よると，洪水浸水深も大きなメッシュが分類されて

いる．クラスター5は，クラスター1の周辺で分類さ

れている．クラスター1 と同様に，水田が中心のメ

ッシュであるが，洪水浸水深は，クラスター1 より

は小さい．水田は，洪水時に「田んぼダム」として

雨水を一時的に貯留することで，ピーク流出量を緩

和できる機能（橋本禅 2017）が知られている．しか

し，耕作放棄が進むと，その機能も低減する．水田

は米の生産だけでなく，防災的な役割も期待できる

ため，都市的土地利用を抑制しつつ，農地としての

適切な維持管理が必要である． 

 クラスター2 は，市街地が中心で，洪水浸水深も

大きなメッシュが分類されている．一部で水田，畑

が混在するメッシュもあるが，大半は市街地である．

図 9，図 11と比較すると，住環境評価値が高く，洪

水リスク評価値も高い．今後も住宅や商業・業務施

設の立地が予想されるが，大規模洪水時に，被害が

大きくなることも考えられる．建築面での防災対策

に加え，避難環境の充実も必要である．対象地域の

南北を走る国道 55号は，基幹道路であり，平時だけ

でなく災害時にも重要な役割を担う．ハード面での

水害対策や代替路の検討も必要である．クラスター

3 は，クラスター2 に隣接するメッシュで分類され

ている．クラスター2 よりは洪水浸水深が小さいた

め，クラスター2に準ずる対応が求められる． 

 クラスター4は，国道 55号，大里海岸，善蔵川に

囲まれた地域で主に分類されている．この地域は，

外水氾濫がなく，部分的に内水氾濫が想定されてい

る．住環境評価値も，国道沿いよりは低いが，畑地

が混在する住宅地となっている．大里海岸の砂が堆

積した微高地となっており，津波の危険性も低い．

相対的に洪水被害が低い地域である． 

 洪水被害を小さくするためには，クラスター4 の

地域に市街地を集約させることが考えられる．しか

し，現在までに整備されてきた交通施設，生活関連

施設へのアクセス性を考えると，この地域だけで完

結するのは難しい．クラスター2 の防災性能を向上

させつつ，高齢化も進んでいることから地域内の移

動の円滑化を図ることも必要である． 

 

 

図 12 分類結果 

 

6．まとめ 

 以上，本研究では，洪水リスクが大きい地方都市

の一流域を対象に，洪水危険性を考慮した住環境評

価を行った．クラスター分析により，洪水リスクと

住環境評価値，地形，土地利用の側面から，地域を

分類することで住環境の評価を行い，土地利用の方

向性を示した． 

 今回の対象地域は，河川，海岸，森林に囲まれた

地域である．大規模な水田，畑地が混在する市街地，

海岸林，幹線道路とその沿道市街地から構成されて

おり，地方都市の過疎地とはいえ，まとまりを持っ

た土地利用である．今後，人口減少が進む中，増加

する大規模災害に対応するためには，洪水対策に関

するインフラ整備だけでなく，農地を維持管理する

ことで，防災のグリーンインフラとして活用するこ

とが望ましい． 

 しかし，この地域は都市計画区域外であり，都市

計画的な規制誘導ができない．そのため，農業振興

地域，自然環境保全地域など，土地利用基本計画に

おける地域指定とその運用に加え，総合計画や地域

防災計画など自治体レベルの諸計画において，グリ

ーンインフラを活用した土地利用の方針を反映させ

る必要がある． 
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